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３ 県政に関する世論調査 

 県民の県政への関心などを把握するため実施した「第 52 回県政に関する県政に関する世論調査

（平成 28 年度）」からは、次のような結果が出ています。 

（１）市民活動団体やボランティア活動の関心度 

◇『関心がある』は4割台半ば 

  
 問 あなたは、市民活動団体の活動や、ボランティア活動に関心がありますか。（単数回答） 

（注）ここでいう「市民活動団体」とは、市民の自発性に基づき、福祉や子育て支援、 

まちづくり、環境等様々な分野の地域課題の解決のために、自立的・継続的に社会貢

献活動を行う営利を目的としない団体（行政が認証したＮＰＯ法人やボランティア団

体等任意団体）のことです。 
 
 
 
 
 

 

市民活動団体やボランティア活動の関心度を尋ねたところ、「大変関心がある」（5.3％）、「ま

あ関心がある」（39.2％）となっており、2 つを合わせた『関心がある』（44.5％）は 4 割台半

ばとなっています。一方、「あまり関心がない」（47.0％）、「まったく関心がない」（7.3％）を

合わせた『関心がない』（54.3％）は 5 割台半ばとなっており、『関心がない』割合が『関心が

ある』を上回っています。 
 
 
  

ｎ

全 体 (1,540) (%)5.3 39.2 47.0 7.3

1.1

0% 50% 100%
大変関心がある

まあ関心がある あまり関心がない

まったく関心がない

無回答
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（２）市民活動団体の活動への参加経験 

◇「参加したことはない」は約6割 

 

問 あなたは、市民活動団体の活動に参加したことがありますか。（単数回答） 
（注）ここでいう「参加」とは、団体の会員やスタッフとしての参加、団体への資金・物品・ 

場所の提供・寄付、ボランティアによる労力・技術等の提供、団体が提供するサービ

スの利用・イベントへの参加などを含みます。 
 

 

 

 

 

 

 
市民活動団体の活動への参加経験を尋ねたところ、「定期的に参加している」（5％）と「時々

参加している」（6.3％）、「参加したことがある」（19.7％）の 3 つを合わせた『参加したことが

ある』（31.0％）は 3 割を超えています。 
一方、「参加したことはないが、今後参加してみたいと思う」（11.6％）は 1 割を超え、「参加

したことはない」（56.7％）は 5 割台半ばとなっています。 
 

 

〔参考〕平成 26 年度・平成 27年度の同様の項目による調査結果との比較（単位：％） 
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（３）ボランティア活動経験 

◇「活動したことがある」は約3割 

 
問 あなたは、ボランティアとして活動したことがありますか。（単数回答） 
（注）ここでいう「ボランティア活動」は、市民活動団体等の活動への参加のみならず、 

個人が行う地域活動全般を含む、幅広いボランティアとしての活動を指します。 
 
 
 
 
 
 

 
ボランティアとして活動したことがあるかを尋ねたところ、「定期的に活動している」（5.1％）、

「時々活動している」（5.8％）が約 5％ずつおり、「活動したことがある」（24.7％）を合わせた

『活動したことがある』（35.6％）は 3 割台半ばとなっています。一方、「活動したことはない」

（55.7％）は 5 割台半ばとなっています。 

 

 

 

〔参考〕平成 26 年度・平成 27年度の同様の項目による調査結果との比較（単位：％） 
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４ 寄附・ボランティアに関する意識調査 

【調査の概要】 
  調査方法：ホームページ等により告知、ホームページ等により回答 
       ＊「寄附に関する意識調査」については、平成 29 年度第 3 回インターネット 

アンケート調査により回答 
  調査時期：平成 29 年 10 月～平成 30 年 2 月 
  回収結果：有効回答数 448 件 
       ＊内、138 件は平成 29 年度第 3 回インターネットアンケート調査 

【結果の概要】 
  県民の寄附・ボランティアに関する現状についての調査結果は次のとおりです。 

（１）性別（単数回答） 

  回答者の性別は、下図のような結果となりました。 

 

（２）年代（単数回答） 

  回答者の年代は、下図のような結果となりました。 

 

 

 

 

64.7% 34.6%

0.7%

H 2 9 ( N = 4 4 5 )

性別

男 女 指定しない

２０歳未満

1%
２０～３０歳未満

5%

３０～４０歳未満

7%

４０～５０歳未満

17%
５０～６０歳未

満

15%

６０～７０歳未満

33%

７０歳以上

22%

年代(n=443)
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（３）寄附の経験（複数回答） 

  これまで寄附（募金、現物寄附等を含む）をしたことがあるかどうかを尋ねたところ、下図

のような結果となりました。金銭による寄附をしたことがある人は 82.3％となっています。 

 

（４）寄附の金額（記述回答） 

  寄附をしたことがある人に対して平成 28 年度に寄附をした金額について尋ねたところ、下図

のような結果となりました。最も多いのが「1000 円未満」で、32.0％となっています。 

 

（５）寄附の方法（複数回答） 

  寄附をしたことがある人に対して寄附を行った方法を尋ねたところ、下図のような結果とな

りました。最も多いのが「職場や自治会等での募金の回覧」で、50.3％となっています。 

 

82.3%

18.1%

15.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

金銭による寄付をしたことがある

現物等による寄付をしたことがある

寄付をしたことがない

寄附の経験（N= 44 6）

32.0%

16.3%

7.3%

9.6%

19.2%

15.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

1000円未満

1000～3000円

3000～5000円

5000～10000円

10000～30000円

30000円以上

寄附の金額（N= 34 4）

25.0%
25.6%

50.3%
36.4%

10.8%
18.1%

11.9%
12.8%

4.2%
24.4%

5.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

街頭募金

設置されている募金箱

職場や自治会等での募金の回覧

銀行等での振込み・口座引き落とし

直接手渡し

クレジットカード等の利用

現物寄付（品物の郵送等）

寄付付き商品の購入

マッチングギフト

ふるさと納税

その他

寄附の方法（N= 38 1）
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（６）寄附先の分野（複数回答） 

  寄附をしたことがある人に対して寄附をした分野を尋ねたところ、次ページの図のような結

果となりました。最も多いのが「災害救援支援」で、54.2％となっています。 

 
 

（７）寄附をした理由（複数回答） 

  寄附をしたことがある人に対して寄附をした理由を尋ねたところ、下図のような結果となり

ました。最も多いのが「社会の役に立ちたいと思ったから」で、67.6％となっています。 

 

 
 

 

 

41.9%

20.6%

29.7%

7.5%

17.2%

54.2%

8.6%

10.3%

18.3%

15.6%

0.6%

3.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

保健・医療・福祉

教育・研究

まちづくり・まちおこし

芸術・文化・スポーツ

自然・環境保全

災害救援支援

地域安全

人権・平和

国際協力・交流

子ども・青少年育成

雇用促進・雇用支援

その他

寄附先の分野（N=3 78）

67.6%

36.3%

15.1%

4.1%

13.2%

10.4%

27.2%

8.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の一環として

職場の取組の一環として

知人や同僚などからの勧め

自分や家族が関係している活動への支援

自分が抱えている社会問題の解決に必要だから

自分が支援したい団体・ＮＰＯ等だったから

その他

寄附をした理由（N =38 0）
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（８）寄附の妨げとなる要因（複数回答） 

  寄附の妨げになっていることについて尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「寄附をしても、役に立っているのかわからない」で、52.1％となっています。 

 
 
（９）ボランティア活動への関心（単数回答） 

  ボランティア活動への関心の有無を尋ねたところ、下図のような結果となりました。 
「大いに関心がある」は 22.3％、「関心がある」は 57.4％であり、関心があると回答した人は、

両者をあわせて 79.7％となっています。 

 
 
（１０）ボランティア活動への参加経験（単数回答） 

  ボランティア活動への参加経験の有無を尋ねたところ、下図のような結果となりました。「参

加したことがある」は 69.4％となっています。 

 
 

 

 

 

 

41.4%

12.8%

52.1%

31.4%

27.7%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

寄付を行う先の充分な情報がない

寄付の手続がわかりにくい

寄付をしても、役に立っているのかわからない

寄付先の団体等に対する不信感があり、信頼度

に欠ける

特に妨げとなることはない

その他

寄附の妨げとなる要因（N=4 30）

22.3% 57.4% 19.7%

0.7%

H 2 9 ( N = 3 0 6 )

ボランティア活動への関心

大いに関心がある 関心がある あまり関心がない まったく関心がない

69.4% 30.6%H 2 9 ( N = 3 0 7 )

ボランティア活動への参加経験

参加したことがある 参加したことがない
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（１１）ボランティア活動への参加の頻度（単数回答） 

  ボランティア活動に参加したことがある人に対して参加の頻度について尋ねたところ、下図

のような結果となりました。最も多いのが「年に数回、不定期に参加している」で、33.7％と

なっています。 

 
 
（１２）ボランティア活動に参加した分野（複数回答） 

  ボランティア活動に参加したことがある人に対して参加した分野を尋ねたところ、下図のよ

うな結果となりました。最も多いのが「保健・医療・福祉」で 41.7％となっています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

3.5%

15.1% 30.6% 33.7% 17.1%H 2 9 ( N = 2 5 8 )

ボランティア活動への参加の頻度

ほぼ毎日 週に１～３回程度

月に１～３回程度 年に数回、不定期に参加している

過去に参加したが現在はしていない

36.2%

18.1%

41.7%

18.6%

25.6%

17.1%

23.6%

6.0%

6.5%

25.1%

1.0%

6.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

保健・医療・福祉

教育・研究

まちづくり・まちおこし

芸術・文化・スポーツ

自然・環境保全

災害救援支援

地域安全

人権・平和

国際協力・交流

子ども・青少年育成

雇用促進・雇用支援

その他

ボランティア活動に参加した分野（N=1 99）
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（１３）ボランティア活動に参加する理由（複数回答） 

  ボランティア活動に参加したことがある人に対して活動に参加する理由を尋ねたところ、下

図のような結果となりました。最も多いのが「活動を通じて自己啓発や自らの成長につながる

と考えるため」で 53.7％となっています。 

 
 

（１４）ボランティア活動への参加の妨げとなる要因（複数回答） 

  ボランティア活動への参加の妨げとなることを尋ねたところ、下図のような結果となりまし

た。最も多いのが「活動を行いたいが、充分な情報がない」で 31.0％となっています。 

 

53.7%

35.8%

45.3%

9.5%

20.5%

7.9%

20.0%

10.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

自己啓発や自らの成長につながると考えるため

職業人や住民としての責務を果たすため

困っている人を支援したいという気持ち

知人や同僚等からの勧め

自分や家族が関係している活動への支援

社会的に評価されるため

自分が抱えている社会問題の解決に必要だから

その他

ボランティア活動に参加する理由（N=1 90）

31.0%

29.3%

10.8%

30.6%

9.4%

5.4%

21.2%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

活動を行いたいが、充分な情報がない

経済的負担が大きい

実際に役に立っていると思えない

活動に参加する時間がない

休暇取得等を行う必要がある

活動を行う際の保険が不十分

特に妨げとなることはない

その他

ボランティア活動への参加の妨げとなる要因（N =29 7）
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５ 千葉県ＮＰＯ法人実態調査結果 

【調査の概要】 
  調査対象：千葉県認証ＮＰＯ法人および千葉市認証ＮＰＯ法人 1,999 団体 
  調査方法：郵送、ホームページ掲載により告知、ホームページ又はＦＡＸにより回答 
  調査時期：平成 29 年 9～10 月 
  回収結果：有効回答 777（回収率 38.8％） 
 
【結果の概要】 
  県内のＮＰＯ法人の現状についての調査結果は次のとおりです。なお、過去の県による調査

（県内の NPO 法人を対象）及び内閣府による調査（全国の NPO 法人を対象）と比較可能な設

問については、比較した形で表示しています。 
 
（１）活動地域（記述回答） 

  主に活動している地域を尋ねたところ、下図のような結果となりました。東葛飾地域で活動

する法人が最も多く、次に多いのが千葉地域となっています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

21.0% 20.7%

27.0%

17.4%

3.5% 2.4%
4.8%

3.6%
2.3%

7.7% 6.7% 7.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

活動地域 （n=777）



- 63 - 
 

（２）活動分野（複数回答） 

  団体の活動分野を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「保健・医

療・福祉」の分野で、57.7％となっています。次に多いのが「子ども・青少年育成」の分野で、

32.1％となっています。 

 

経理・情報開示の状況等 

（３）経理担当者の状況（単数回答） 

  経理担当者の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「ほかの

業務も兼務している経理担当者がいる」で、54.1％となっています。 

 

72.1%

24.4%

28.6%

14.8%

17.0%

3.5%

8.7%

8.9%

7.1%

30.1%

9.2%

7.6%

57.7%

24.0%

31.7%

21.2%

16.3%

5.7%

9.7%

8.9%

7.7%

32.1%

12.6%

7.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

保健・医療・福祉

教育・研究

まちづくり・まちおこし

芸術・文化・スポーツ

自然・環境保全

災害救援支援

地域安全

人権・平和

国際協力・交流

子ども・青少年育成

雇用促進・雇用支援

その他

活動分野

H26 (n=689) H29 (n=775)

17.5%

64.0%

4.5%

12.2%

1.8%

19.7%

54.1%

8.6%

13.6%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経理専門の担当者がいる

ほかの業務も兼務している経理担当者がいる

特に決まった人はおらず、できる人がその都度担当して

いる

公認会計士、税理士等外部の人や団体に依頼している

その他

経理担当者の状況

H27内閣府 (n=1,748) H29 (n=777)
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（４）採用している会計基準（単数回答） 

  採用している会計基準を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「NPO
会計基準」で、54.7％となっています。 

 

＊「NPO 法人会計基準」とは、平成 22 年 7 月に民間団体である「NPO 法人会計基準協議会」 
が策定した特定非営利活動法人の統一的な会計報告のルールを記した会計基準をいいます。 
「みんなで使おう！NPO 法人会計基準」http://www.npokaikeikijun.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.1%

72.3%

1.9%

9.8%

2.1%

5.8%

10.8%

54.7%

2.2%

18.2%

4.8%

9.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き

NPO 法人会計基準（※）

公益社団・財団法人等において採用されている損益計算

型の会計基準

一般企業において採用されている損益計算型の会計基準

その他

分からない

採用している会計基準等

H27内閣府 (n=1,754) H29 (n=770)
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（５）広報手段（複数回答） 

  広報手段について尋ねたところ、下図のような結果となりました。過去の調査と比べ、「自治

体が発行している広報紙等」、「主催する行事」、「自治体・ほかの団体の行事に参加」、「リーフ

レット・チラシ・ポスター」、「ホームページ」、「口コミ」、「ブログ・ツイッター・SNS」が増

加傾向となっています。 

 
（６）情報開示内容（複数回答） 

  広報手段として「ホームページ」を用いている法人に対し、開示情報の内容を尋ねたところ、

下図のような結果となりました。最も多いのが「事業報告書」で、44.2％となっています。 

 

8.7%

16.5%

39.2%

19.4%

17.4%

42.0%

50.5%

31.3%

5.6%

15.9%

19.6%

23.1%

36.2%

25.7%

29.7%

43.7%

58.2%

38.4%

3.6%

16.9%

13.3%

28.9%

36.8%

26.5%

40.3%

51.8%

61.0%

43.3%

4.6%

23.8%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ等

自治体が発行している広報紙等

会報や情報誌

主催する行事（シンポジウム等）

自治体・ほかの団体の行事に参加

リーフレット・チラシ・ポスター

ホームページ

口コミ

メールマガジン

ブログ・ツイッター・ＳＮＳ

その他

広報手段

H23 (n=553) H26 (n=683) H29 (n=759)

26.3%

44.2%

26.3%

24.9%

27.4%

34.7%

34.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

会計書類

事業報告書

役員名簿

寄附の募集

定款

ボランティアの募集

その他

情報開示内容

H29 (n=430)
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寄附の受入状況等 

（７）寄附の受入経験（単数回答） 

  寄附による資金援助を受けた経験を尋ねたところ、下図のような結果となりました。 
「受けたことがある」について、平成 26 年度と同程度となっています。 

 
 

（８）直近事業年度における寄附の受領金額（単数回答） 

  寄附を「受けたことがある」法人に対し、直近事業年度における寄附の受領金額を尋ねたと

ころ、下図のような結果となりました。最も多いのが「1 万円～5 万円未満」で 25.6％、次に

多いのが「5,000 円未満」で 12.0％となっています。 

 

 

59.4%

58.2%

46.7%

40.6%

41.8%

53.3%

H 2 9  
( N = 7 7 1 )

H 2 6  
( N = 6 8 4 )

H 2 3  
( N = 5 5 3 )

寄附による資金援助を受けた経験

受けたことがある 受けたことがない

19.5%

5.6%

17.5%

8.9%

15.2%

13.6%

7.6%

9.3%

1.5%

1.3%

12.0%

6.9%

25.6%

9.2%

11.4%

9.9%

11.0%

10.8%

1.5%

1.7%

5,000 円未満

5,000 円～1 万円未満

1 万円～5 万円未満

5 万円～10 万円未満

10 万円～20 万円未満

20 万円～50 万円未満

50 万円～100 万円未満

100 万円～500 万円未満

500 万円～1,000 万円未満

1,000 万円以上

直近事業年度における寄附の受領金額

H26 (n=462) H29 (n=465)
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（９）行っている寄附の受入方法（複数回答） 

  寄附を「受けたことがある」法人に対し、寄附の受入方法を尋ねたところ、下図のような結

果となりました。最も多いのが「直接手渡し」で 70.7％、次に多いのが「金融機関・郵便局へ

の振込」で 53.1％となっています。 
なお、内閣府の調査では、「コンビニ決済」、「携帯電話と一緒の決済」、「インターネットバン

キング」、「電子マネー」の選択肢がありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 

3.1%

14.0%

80.0%

64.5%

7.3%

5.8%

8.8%

1.7%

7.8%

66.4%

58.0%

0.3%

1.1%

0.6%

1.7%

0.3%

2.5%

6.2%

0.4%

10.9%

70.7%

53.1%

0.2%

2.2%

0.7%

1.1%

0.4%

2.8%

4.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

街頭募金

事務局・店舗等への募金箱の設置

直接手渡し

金融機関・郵便局への振込

コンビニ決済

クレジットカード決済

携帯電話と一緒の決済

インターネットバンキング

電子マネー

寄附付き商品の販売

その他

行っている寄附の受入方法

H27内閣府 (n=1,032) H27 (n=357) H29 (n=458)
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（１０）寄附を集めるための取組（複数回答） 

寄附を「受けたことがある」法人に対し、寄附を集めるために行っている取組を尋ねたとこ

ろ、下図のような結果となりました。最も多いのが「対面による寄附の依頼」で 51.3％、次に

多いのが「その他」で 28.0％、「団体の HPや SNS に掲載」で 25.3％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.7%

27.4%

13.4%

2.3%

7.9%

12.1%

2.3%

2.8%

2.5%

2.8%

2.0%

29.4%

51.3%

25.3%

10.6%

5.1%

8.6%

6.8%

1.3%

2.0%

2.0%

3.1%

1.3%

28.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

対面による寄附の依頼

団体のHP やＳＮＳに掲載

街頭やイベントでの声かけ

町内の掲示板やチラシ投函など地域住民への呼びか

け

メールやSNS メッセージによる呼びかけ

DM による呼びかけ

メディア（新聞やラジオ・TV など）への掲載

インターネット広告の掲載

インターネットの寄附受付サイトに登録

クラウドファンディングにてインターネットを介す

る共感者への呼びかけ

寄附付き商品、クリック募金など企業と連携した呼

びかけ

その他

寄附を集めるために現在取り組んでいるもの

H27 (n=354) H29 (n=454)
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財政状況 

（１１）最も大きな収入源（単数回答） 

法人の最も大きな収入源を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「自

主事業収益」で 34.5％となっています。 

 

（１２）借入の有無（単数回答） 

資金の借り入れを行っているかを尋ねたところ、下図のような結果となりました。 
「借り入れを行っている」が 27.6％となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.9%

7.7%

18.8%

13.7%

32.1%

2.9%

26.2%

6.4%

18.7%

7.8%

34.5%

6.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

会費

寄附金

補助金・助成金

委託金

自主事業収益

その他

最も大きな収入源

H26 (n=538) H29 (n=777)

27.6% 72.4%H 2 9  
( N = 7 7 2 )

借入の有無

借り入れを行っている 借り入れを行っていない
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（１３）借入先（複数回答） 

資金の借り入れを行っている法人に対し、借入先を尋ねたところ、下図のような結果となり

ました。最も多いのが「個人」で 64.5％となっています。 

 

（１４）直近事業年度における総支出額（財政規模） （単数回答） 

直近事業年度における総支出額（財政規模）を尋ねたところ、下図のような結果となりまし

た。最も多いのが「1,000～5,000 万円未満」で 23.6％となっています。 

 

52.3%

18.9%

23.1%

13.4%

1.9%

2.1%

1.2%

0.7%

64.5%

29.1%

18.6%

8.6%

0.9%

3.6%

0.5%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

個人

政府系金融機関

銀行

信用金庫

労働金庫

信用組合

地方自治体

他のNPO法人

借入先

H27内閣府 (n=581) H29 (n=213)

20.6%

13.2%

18.6%

10.7%

26.0%

5.7%

18.2%

13.6%

22.5%

11.0%

23.3%

11.3%

18.5%

12.3%

19.0%

10.6%

23.6%

14.3%

1.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

３０万円未満

３０万円～１００万円

未満

１００万円～５００万

円未満

５００万円～１,０００

万円未満

１,０００万円～５,００

０万円未満

５,０００万円～１億円

未満

事業年度が１年に満た

ない

直近事業年度における総支出額（財政規模）

H23 (n=553) H26 (n=684) H29 (n=747)
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活動状況等 

（１５）事務所の状況（単数回答） 

事務所の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「団体専用の

事務所を借りている」で 40.1％となっています。 

 
（１６）個人会員数（記述回答） 

個人会員数の状況を尋ねた結果をまとめたところ、下図のような結果となりました。 

 

 

44.3%

1.1%

2.2%

34.9%

5.4%

10.7%

47.7%

1.2%

3.0%

32.3%

7.2%

8.5%

39.0%

1.8%

2.1%

40.1%

7.8%

9.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

役員・職員や会員の個人宅を事務所の代わ

りとしている

市役所・町村役場等の自治体機関内に事務

所を置いている

公民館、社会福祉協議会、ボランティアセ

ンター、市民活動支援センター等の公共施

設内に事務所を置いている

団体専用の事務所を借りている

団体専用の事務所を自己所有している

その他

事務所の状況について

H23 (n=553) H26 (n=687) H29 (n=771)

1～9人, 8.0%

10～19人, 37.8%

20～29人, 

10.8%

30～39人, 8.9%

40～49人, 5.5%

50～99人, 12.3%

100～199人, 8.7%

200～499人, 4.8%

500人以上, 3.2% 個人会員数（n=749）
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（１７）役員・職員の人数（記述回答） 

役員・職員の人数の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。 

   

（１８）役員・職員の年齢層で最も多い年代（単数回答） 

  役員・職員の年齢層で最も多い年代を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「60 代」で 44.0％となっています。平成 26 年度調査と比べ、「70 代」が 5 ポイント

増加して 12.5％となっています。 

 

1～3人

9.5%

4～5人

14.2%

6～10人

33.4%

11～20人

23.2%

21～30人

10.4%

31人

9.3%

役員・職員（スタッフ、常勤及び非常勤）の人数（n=760）

2.5%

7.4%

13.0%

31.5%

40.7%

3.4%

0.0%

2.1%

8.2%

15.3%

23.8%

42.7%

7.5%

0.4%

2.1%

6.2%

15.1%

19.8%

44.0%

12.5%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

20 代

30 代

40 代

50 代

60 代

70 代

80 代以上

役員と職員の年齢層で、一番多い年代

H23 (n=553) H26 (n=681) H29 (n=762)
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（１９）有給職員の平均給与額（単数回答） 

  有給職員がいる場合の平均給与額（年収）を尋ねたところ、下図のような結果となりました。

最も多いのが「200 万円以上 300 万円未満」で 23.9％となっています。次に多いのが「50 万円

以上 100 万円未満」で 17.7％となっています。 

 

（２０）事業活動に携わるボランティア数（単数回答） 

  前事業年度において事業活動に携わったボランティア人数を尋ねたところ、下図のような結

果となりました。最も多いのが「1 人以上 10 人未満」で 36.7％となっています。 

 

26.3%

22.5%

15.0%

6.2%

12.8%

5.7%

2.0%

0.8%

20.7%

16.6%

16.3%

10.5%

26.8%

7.3%

1.2%

0.6%

14.8%

17.7%

14.8%

11.3%

23.9%

15.0%

1.7%

0.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上１５０万円未満

１５０万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上４００万円未満

４００万円以上５００万円未満

５００万円以上

有給職員の平均給与額（年収）

H23 (n=554) H26 (n=677) H29 (n=406)

21.4%

36.7%

14.9%

7.6%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

０人

１人以上１０人未満

１０人以上２０人未満

２０人以上３０人未満

３０人以上

事業活動に携わるボランティア数

H29 (n=760)
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（２１）活動上の問題点（複数回答） 

  活動する上で困っていることについて尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「団体内全体が高齢化している」で、46.2％となっており、平成 26 年度調査から 5.8

ポイント増加しています。次に多いのが「特定の個人に責任や作業が集中する」で 42.2％、つ

いで多いのが「活動資金が不足している」で 41.0％となっています。 

 
 

 

 

 

 

21.3%

23.7%

36.7%

24.6%

28.4%

14.5%

55.5%

17.4%

16.1%

20.6%

14.1%

4.7%

7.4%

15.4%

42.4%

30.7%

45.5%

39.1%

40.4%

18.9%

42.4%

13.2%

15.4%

14.4%

8.4%

5.0%

6.5%

14.4%

34.5%

28.4%

42.2%

38.9%

46.2%

18.2%

41.0%

12.5%

14.6%

15.6%

8.5%

4.6%

5.5%

12.4%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

役員や職員が不足している

参加してくれるボランティアが不足している

特定の個人に責任や作業が集中する

リーダーや後継者が育たない

団体内全体が高齢化している

役員や職員が忙しく、団体の活動時間が取れない

活動資金が不足している

活動場所の確保が難しい

活動や団体の運営管理に必要な専門的知識が不足し

ている

自治体の施策や民間の助成金等についての情報が得

にくい

外部に活動や運営方法等の相談ができる適当な相談

者や相談機関がない

地域住民の理解が得られない

地域の他団体・他機関との連携がうまくいかない

自分たちの活動をうまく広める方法がない

その他

活動上の問題点

H23 (n=553) H26 (n=681) H29 (n=742)
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連携・協働 

（２２）連携・協働の経験の有無（単数回答） 

連携・協働の経験を尋ねたところ、下図のような結果となりました。「連携・協働したことが

ある」が 69.8％となっています。 

 

（２３）協働の形態（複数回答） 

  協働したことがある法人に対し、協働の事業形態について尋ねたところ、下図のような結果

となりました。最も多いのが「連携して事業（イベント等）を実施した」で、68.0％となって

います。「事業を委託した」、「その他」以外の全ての選択肢で平成 26 年度調査を上回っており、

事業形態が多様化していることが分かります。 

 

69.8%

68.2%

65.4%

30.2%

31.8%

34.6%

H 2 9  
( N = 7 7 1 )

H 2 6  
( N = 6 7 4 )

H 2 3  
( N = 4 4 2 )

連携・協働の経験

連携・協働したことがある 連携・協働したことがない

31.5%

6.3%

31.4%

57.0%

28.9%

9.9%

16.4%

3.6%

45.7%

6.1%

43.3%

68.0%

32.2%

12.8%

21.9%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

事業を委託された

事業を委託した

連携して事業（イベント等）を企画した

連携して事業（イベント等）を実施した

実行委員会等に委員として企画・立案に参画した

人材を受け入れた

人材を派遣した

その他

連携・協働の形態

H26 (n=523) H29 (n=538)
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（２４）連携・協働先の団体の種類（複数回答） 

  協働したことがある法人に対し、連携・協働先の団体の種類について尋ねたところ、下図の

ような結果となりました。最も多いのが「県・市町村行政」で 71.2％となっており、平成 26
年度調査に比べ大幅に増加しています。「商工会等」、「その他」以外の全ての選択肢で平成 26
年度調査を上回っています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

49.8%

23.1%

34.6%

16.7%

19.9%

25.6%

14.5%

47.1%

17.8%

43.3%

16.3%

19.3%

24.1%

11.9%

9.4%

4.2%

71.2%

21.2%

45.0%

19.1%

26.8%

28.6%

12.5%

8.4%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

県・市町村行政

企業

NPO・ボランティア団体

地縁組織（町内会等）

社会福祉協議会

学校・教育機関

公益財団法人・公益社団法人

商工会等

その他

連携・協働の相手

H23 (n=289) H26 (n=522) H29 (n=538)
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認定・特例認定特定非営利活動法人制度 

（２５）認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用（単数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の利用意向を尋ねたところ、下図のような結果

となりました。最も多いのが「現時点においては認定・特例認定の申請をしない」で 29.1％と

なっています。内閣府の行った調査と比べ、「既に認定・特例認定を受けている」が 22.0 ポイ

ント少なく、「関心がない」が 13.8 ポイント、「よく分からない」が 7.7 ポイント多くなってい

ます。 
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

既に認定・特例認定を受けている

認定を受けたいと思っており、申請の準備を進め

ている

特例認定制度を利用して、特例認定申請の準備を

進めている

関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・特例認定の申請をしない

関心がない

よく分からない

その他

認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用意向

H27内閣府 (n=1,746) H29 (n=711)
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（２６）認定・特例認定特定非営利活動法人制度を利用する理由（複数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度を利用している、もしくは利用する準備を進め

ている法人に対し、利用する理由を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多い

のが「社会的信用・認知度が高まるから」で 84.0％となっています。 

 
 

（２７）制度の申請の準備の経過（単数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度を利用している、もしくは利用する準備を進め

ている法人に対し、制度の申請の準備の経過を尋ねたところ、下図のような結果となりました。

「順調に進んだ（進んでいる）」は、70.0％となっています。 
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寄附金を集めやすくなるから

相続（遺贈）財産の寄附の受入れも見込めるから

税制上の優遇措置を受けることができるから

社会的信用・認知度が高まるから

内部管理がしっかりするから

その他

認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用理由

H27内閣府 (n=499) H29 (n=44)

70.0% 30.0%H 2 9  ( N = 4 0 )

認定・特例認定申請準備の経過

順調に進んだ（進んでいる） 順調に進まなかった（進んでいない）
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（２８）制度の申請の準備が進まなかった（進んでいない）理由（複数回答） 

  「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の申請の準備が進まなかった、もしくは進んで

いない法人に対して、その理由について尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であるため」で、66.7％となっていま

す。 
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会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッ

フが足りないため

日常業務で忙しいため

申請書類が煩雑で作成に手間がかかるため

認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であ

るため

所轄庁との調整に時間がかかるため

所轄庁に事前相談に行きたいが場所が遠くて通え

ないため

その他

認定・特例認定申請準備が進まなかった（進んでいない）理由

H27内閣府 (n=104) H29 (n=12)
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（２９）制度の申請の準備を進めていない、もしくは申請をしない理由（複数回答） 

  「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の申請の準備を進めていない、もしくは申請を

しない法人に対して、その理由について尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「認定・特例認定法人になる必要性を感じないため」で、35.3％となっています。 
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パブリックサポートテストにおける認定基準を満

たすことができないため

パブリックサポートテスト以外の認定基準を満た

すことができないため

認定・特例認定の仕組みや認定・特例認定基準を

満たしているかどうか、よく分からないため

パブリックサポートテストにおける相対値基準に

ついて試算したことがなく、基準を満たしている

か…

会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッ

フが不足しているため

日常業務で忙しいため認定・特例認定に必要な手

続を行う時間がないため

認定・特例認定法人になる必要性を感じないため

その他

申請準備を進めていない又は申請をしない理由

H27内閣府 (n=900) H29 (n=380)


